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0410010

＜地域情報化総合支援事業交付
金＞を活用して、民間から寄せられ
た寄付金、賛助金、出資金等と合
わせて地域に地域情報の推進のた
めの＜基金＞を創設する

地域情報通信基盤
整備推進交付金交
付要綱（平成18年５
月10日総情地第21
号）第４条及び第５
条

「地域情報化総合支援事業」は平成
17年度で廃止となっている。
　なお、平成18年度に創設された「地
域情報通信基盤整備推進交付金」の
交付対象は、「地域の情報格差解消
のために必要な施設又は設備」となっ
ており、ポータルサイトの構築といった
ソフト事業及び基金の造成は、本交付
金の交付対象とされていない。

Ｃ
本交付金は、公共投資関係費に分類されるものであ
るため、ソフト事業及び基金の造成に対する支出は
適当ではない。

（項）総務本省
（目）地域情報通信基盤整備
推進交付金に必要な経費

9,680,000 Ⅲ－２

　「地域情報化総合支援事業」は平成17年度で廃止
となっている。
　なお、平成18年度に創設された「地域情報通信基
盤整備推進交付金」の交付対象は、「地域の情報格
差解消のために必要な施設又は設備」となっており、
ポータルサイトの構築といったソフト事業及び基金の
造成は、本交付金の交付対象とされていない。さら
に、本交付金は、公共投資関係費に分類されるもの
であるため、ソフト事業及び基金の造成に対する支
出は適当ではない。

（項）総務本省
（目）地域情報通信基盤整備
推進交付金に必要な経費

5,700,000 1064020

＜地域情報化総合支援事業交付
金＞を活用して、民間から寄せられ
た寄付金、賛助金、出資金等と合
わせて地域に地域情報の推進のた
めの＜基金＞を創設する

1．地域の情報化並びにそれに基づく地
域振興のために活動している諸団体等
に対し、助成金、経費の補助、貸付金な
どの支援を地域独自の判断で可能にす
るための仕組みとして、『地域情報化総
合支援事業交付金』を活用して、民間か
ら寄せられた寄付金、賛助金、出資金、
会費等と合わせて＜基金＞を創設す
る。　２．上記の寄付金等については、
税制上の優遇措置を講ずる。

１．この構想は、＜市民と行政を結ぶ＞事を理念の
根底に据え、行政情報をはじめ地域情報に関する
ポータルサイトを産・官・学の協働において構築する
ことにより、地域社会の活力を引き出し、又、地域の
人的ネットワークを活用して、地域貢献的な事業活動
を行う組織の形成することを目的にしている。　２．高
度情報化社会の実現に向けて、情報弱者のサポート
とともに、電子申請などの地域の情報処理能力の向
上に努める。　３．地域ポータルサイトを活用して地域
共生的社会を築き、地域の抱える課題解決に寄与す
る。（具体化につき、県立広島大学に平成１８年度研
究課題の提案を提出済。）

１．地域の情報化は、市町村の枠組みを越えた住
民の生活圏を基礎にして考える必要があるが、現
在の縦割り行政の下では、中広域の地域情報
ポータルサイトを民間を含む形で複数の自治体が
構築し、且つ管理することは極めて困難な事と思
われる。　２．しかも、地域住民の立場に立って、
情報弱者と呼ばれる人々でも、容易に情報を受発
信でき、且つ新たな地域コミュニティを形成する事
は喫緊の課題である。　３．基金を創設し、民間の
取り組みを支援する事を通じて、地域の情報化を
望ましい方向に導く事も可能であろう。又、大学等
と連携して新たな研究開発や投資を可能にし、地
域の活性化に通じるであろう。

広島県 個人 総務省

0410020
現代ニーズの発信地「参加型子育
て支援システム」導入計画

－

総務省「みんなの公共サイト運用モデ
ル」は、ウェブアクセシビリティ維持・向
上のための取組モデルとして、平成16
年11月から「公共分野におけるアクセ
シビリティの確保に関する研究会」に
おいて検討が進められ、平成17年12
月に公表されたもの。

Ｅ

総務省「みんなの公共サイト運用モデル」は、高齢者
や障害者を含む誰もが利用することができる公共分
野のホームページ等を実現するために、地方公共団
体等で活用できる各種手順書・ワークシート類を取り
まとめた、ウェブアクセシビリティ（注）維持・向上のた
めの取組モデルである。したがって、子育て支援を目
的とした本提案内容とは関連性がないと考える。

（注）ウェブアクセシビリティ
　高齢者や障害者といった、ホームページ等の利用
に何らかの制約があったり利用に不慣れな人々を含
めて、誰もがホームページ等で提供される情報や機
能を支障なく利用できること。

－ － 1163010
現代ニーズの発信地「参加型子育
て支援システム」導入計画

市民型公共事業を目指す地域コミュニ
ティ再生のための支援として、
①コミュニティ再生事業の子育て支援関
連のパッケージ化。

今回提案のシステムの実行部隊となる
人的資源の確保及び育成のための支
援として、
②子育て世代の雇用促進、開拓および
若年者のトライアル雇用の促進のパッ
ケージ化。

子育て支援情報を共有し、円滑なＩＴ環
境を整備するための支援として、
③子育て支援に特化したＩＴ関連事業の
パッケージ化。

現実問題を抱えている現代ママ/パパのニーズを知
り、実感できる子育て支援活動ができる仕組みづくり
【参加型子育て支援システム】を提案する。情報発信
/収集の場として、時間・場所を問わずに誰もが参
加、提案できるＨＰ「子育てコミュニティサイト」を立ち
上げる。企業の協力を得てパパの参加を積極的に呼
びかける。平行して、サイトを情報源に現場をつなぐ
「先輩ママ事業」と、現行プランや現代の家族問題を
わかりやすく説明する教材の発信や、出張説明会を
設ける「現代子育て事情広報活動」を行う。これらの
総括としてワークショップを設け、行政とともに実現化
を検討する。全体の実行部隊は、事務局をもとに、学
生や主婦を起用する。

本来、各家庭が実感できる子育て支援とは、多様
化する家族形態や地域性を含めた実態に即した
ものが望ましい。少子化問題において効果的な対
策を施すためにも、現段階で世代や性別によって
異なっている論点を現代家庭のニーズに合わせて
整理する必要がある。今回提案のシステムでは、
問題を抱えている世代が直接参加することによ
り、問題や望む支援を数値で捉えることを可能と
する。このシステムを公開することにより、学校や
企業を含む地域社会がニーズに答える社会的環
境をイメージし易い効果をもたらし、行政が参画す
ることにより、ニーズにあった支援の実施へと結び
つく循環ができる。生活に密着して共有しやすい
課題である「子育て支援」をきっかけに、「参加→
提案→数値化→実施」の好循環を導くことができ
れば、骨太な地域コミュニティの基盤が構築でき
る。
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